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介護保険法の改正について 

 

○改正の概要 

 介護サービス事業者の不正事案の再発防止や介護事業運営の適正化を図ることを目的として、

平成 20年 5月 28日付け法律第 42号により、介護保険法が一部改正・公布されました。 

 改正の概要は次のとおりです。 

Ⅰ．業務管理体制の整備 

 法令遵守の義務履行確保のため、事業者単位での「業務管理体制の整備」を義務付け。 

Ⅱ・事業者本部への立入検査等 

 国、都道府県、市町村による事業者本部への立入検査権、事業者に対する是正勧告・命令権を創設。 

Ⅲ．処分逃れ対策 

①事業所の廃止届出等を事後届出制から事前届出制へ変更。 

②立入検査中の廃止届出した場合の指定・更新時欠格事由に追加。 

③指定取消を受けた事業者が密接な関係にある者へ事業移行する場合について指定･更新時欠格事由に追加。 

Ⅳ．指定・更新時欠格事由の見直し 

 不正行為への組織的関与にかかる連座制適用関係の見直し。 

Ⅴ．サービス確保対策の充実 

①事業廃止時等のサービス確保にかかる事業者義務を明確化し、義務不履行について勧告・命令事由に追加。 

②事業者の実施する措置への必要に応じた行政支援。 

 政令事項により平成平成平成平成 22221111年年年年 5555月月月月 1111日日日日付付付付けけけけでででで施行施行施行施行さささされれれれるるるる予定予定予定予定ですが、改正法施行により現行の届

出事項に関して変更となった点や新たに追加となった事項がありますので留意してください。 

 

○留意事項 

Ⅰ．廃止・休止にかかる届出期日の変更 

 現在、事業者が介護サービス事業を廃止又は休止する場合、事業廃止又は休止後 10 日以内

に県に当該届出をすることとされておりますが、改正法施行後は、原則として廃止又は休止の

1 か月前までに所要の事項を県に届出しなければならないこととなりますのでご留意願います。 

※届出が必要な事項：①廃止・休止しようとする年月日 

          ②現にサービスを受けている者に対する措置 

          ③休止しようとする場合は、休止の予定期間 

※既に１か月前での届出が義務付けられている介護保険施設は除く。 

 

Ⅱ．業務管理体制の整備・届出 

 法令遵守義務の履行確保等のため、各事業者における「業務管理体制の整備」が義務付けら

れました。 
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 改正法施行後、各事業者においては、事業所規模（指定を受けている事業所数）に応じて必要

な業務管理体制を整備するとともに、その内容等をそれぞれの所轄庁へ届出する必要があります

（最初の届出については、改正法施行（平成 21年 5月 1日）後半年以内に行うこととされる予

定です）。 

 

 ○整備すべき業務管理体制の内容（届出内容） 

     
法令遵守に係る監査 

（内部監査規程の概要） 
 

   
法令遵守マニュアルの整備 

（法令遵守規程の概要） 
 

法令遵守マニュアルの整備 

（法令遵守規程の概要） 
 

 
法令遵守責任者の選任 

（法令遵守責任者） 
 

法令遵守責任者の選任 

（法令遵守責任者） 
 

法令遵守責任者の選任 

（法令遵守責任者） 
 

 
小規模事業者 

（指定事業所数 20未満） 
 

中規模事業者 

（20以上 100未満） 
 

大規模事業者 

（100以上） 
 

 

※ 指定事業所数において、病院等が行ういわゆる「医療みなし」の居宅サービス（居宅療養管理指導、訪問

看護、訪問リハビリテーション）事業所は除く。 

※ 介護予防サービスについては、通常サービスとは別に１カウントする。 

 

 ○届出する事項 

 小規模事業者  中規模事業者  大規模事業者  

    

 
（（（（共通共通共通共通事項事項事項事項））））    

事業者の名称又は氏名、主たる事務所の所在地、代表者の氏名・生年月日・住所及び職名 
 

 
（（（（法法法法令遵守責任者令遵守責任者令遵守責任者令遵守責任者））））    

法令遵守責任者の氏名及び生年月日 
 

 

   
（（（（法令遵守規程法令遵守規程法令遵守規程法令遵守規程のののの概要概要概要概要））））    

業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 
 

 

     
（（（（内部監査規程内部監査規程内部監査規程内部監査規程のののの概要概要概要概要））））    
業務執行の状況の監査の方法の概要 

 

 

※届出様式については、現在国において検討中。 

    

 ○届出先の所轄庁 

区 分 届出先 

① 指定事業所又は施設が２以上の都道府県に所在する事業者 
厚生労働大臣 

（厚生労働本省又は地方厚生局） 

② 地域密着型サービス（予防含む）のみを行う事業者で、指定

事業所が同一市町村内に所在する事業者 
市町村長 

③③③③    ①①①①及及及及びびびび②②②②以外以外以外以外のののの事業者事業者事業者事業者    都道府県知事都道府県知事都道府県知事都道府県知事    
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